地公部会が地財確立に関わる財務省要請を実施－12/25

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　政府内で2013年度当初予算編成にむけた検討が行われていることから、公務員連絡会地公部会は、12月25日、財務省に対して地方財政確立に係わる要請を行った。

　要請には、地公部会から藤川事務局長をはじめ幹事クラス交渉委員が参加し、財務省からは、青木主計官（総務、地方財政担当）が対応した。

　藤川事務局長が、別紙の要請書を手交し、「地方は過去の三位一体改革によって非常に大きな影響を受けた。その結果として独自の給与カットや定員の削減などが相当進んだ。すでに首長も地方公務員も懸命に努力を続けてきたことを理解してほしい。その上で公共サービスの提供に必要な財源確保をお願いしたい」として、要請項目についてそれぞれ説明した。

これに対し、青木主計官は、「要請内容を受け止め、しっかり検討していきたい。新政権の意向もあるが、必要な予算についてはキチンと確保していきたい。ただし財務省としては、地方交付税総額に対しては財政当局としての立場もある。国と地方は一緒に行政サービスを提供しているのに、対立することは不幸なことである。全体の財源不足を踏まえて、国と地方のアンバランスをなくすことが必要ではないか。また、人件費のことについては、国家公務員の特例減額やラスパイレス指数、地方の状況を踏まえて、最終的には内閣が判断することになる」と答えた。
これに対して、藤川事務局長は、「地方公務員と国家公務員が共に質の高い行政サービスを実現する必要がある。また、根拠のない公務員批判に対しては、私どもも反論をしていきたい。また、地方公務員の給与減額が、地方経済、地域の民間企業に大きなダメージを与えることについて過去の事例などを十分検討すべき」と指摘を行い、国家公務員の給与減額支給措置を理由とした地方交付税や義務教育国庫負担金の削減を行わないことを強く求め、申入れを終えた。

以　上
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地方財政確立等に関する申入れ

　貴職の地方財政の確立に向けたご努力に敬意を表します。

　東日本大震災の被災地においては、福島第一原発事故の早期収束や除染対策への対応をはじめ早期の復興・復旧に向けた課題が山積しています。さらに、エコカー補助金など内需向け施策の終了や超円高水準の継続、欧州債務問題等に伴う世界経済の減速はもとより、中国などで顕在化しているカントリーリスクなども相まって、製造業を中心に業績が悪化しています。このような状況が続くことは、地方の経済活力や雇用を失わせ、確実に地方の力を削いでいくことになります。

　三位一体改革における地方交付税の大幅減額により、地方は職員給与の独自削減や定員削減を行うなどの大変な努力を重ね、地方財政危機を乗り越えてきました。私どもは、給与の独自削減などについて、厳しい地方財政の現状を踏まえ真摯に対応するとともに、定員が削減される中にあっても公共サービスの質の低下を招かないために、懸命な努力を続けてきました。

　来年度予算編成においては、地方における一層の地域経済対策と雇用確保などを展開するとともに、社会保障関係費の経費増に対応するための地方の一般財源確保、地域間格差の是正に向け、地方交付税の総額確保など地方が必要とする財源の確保に向けて、下記事項の実現にご尽力を頂きますようお願いします。

記

１．地方財政計画の策定については、自治体からの要請も十分踏まえつつ、少子・高齢化対策、地域医療確保、環境保全など地域の行政需要を的確に反映させ、地域公共サービスの実態に見合った財源保障を実現するため、少なくとも地方の一般財源について、実質的に今年度の地方財政計画の水準を下回らないようにすること。また、恒常的な財源不足にもかかわらず長年据え置かれてきた地方交付税の法定率を引き上げること。

２．東日本大震災の復旧・復興事業が計画的かつ着実に行われるよう、医療・福祉など公共サービスの確保等被災者・避難者への支援、農林水産業の事業再開への支援、公共施設の復旧・復興等に万全の予算措置を行うこと。また全国の自治体からの職員派遣に係る財政支援を継続すること。

３．給与改定・臨時特例法による国家公務員の給与減額支給措置は、我が国の厳しい財政状況及び東日本大震災に対処する必要性に鑑み、2012年４月から2014年３月末までの間に期間を限って実施されるものである。地方自治体においては、すでに職員給与の独自削減、大幅な定員削減による人件費削減が進められていることから、国家公務員の給与減額支給措置を理由とした地方交付税や義務教育費国庫負担金の削減を行わないこと。

４．医療・福祉・介護、教育、環境などの公共サービスの水準を維持・向上するために必要な地方公務員の総人件費の総額を確保すること。

以上

